鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、高齢者等が住み慣れた地域で自立した日常生活を送ることができるよう、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）における住民主体によるサービスを行う団体等に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において使用する用語は、法、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）、地域支援事業実施要綱（平成18年6月9日老発第0609001号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）及び鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱の例によるものとする。
（補助対象団体）

第３条　補助金の交付を受けることができる団体（以下「補助対象団体」という。）は、次に掲げる要件を満たす市内の法人又は任意団体とする。
1 鎌倉市内に主な活動拠点があること。
2 構成人数は３名以上とし、鎌倉市民が過半数を超えること。
3 活動日時、実施場所及び問合せ先を公表できること。
4 第４条に規定する補助対象事業について、鎌倉市から他の補助金等の交付を受けていない
こと。

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる団体は、補助対象団体としない。
1 営利を目的としている団体
2 政治活動又は宗教活動を行っている団体
3 法令又は公序良俗に違反する団体
（補助対象事業）

第４条　補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、介護保険法施行規則（平成11年３月31日号外厚生省令第36号）第140条の62の４各号に規定する者のうち、地域包括支援センター又は指定居宅介護支援事業者が作成するケアプランに位置づけられた者（以下「要支援者等」という。）を含む利用者に対するもので、別表１に定めるとおりとし、次の各号に掲げる全ての要件に該当しなければならない。
1 自らの活動の周知に努めること。
2 市の介護予防事業に関して理解し、各種介護予防事業の紹介や介護予防に資する情報を発
信する等、周知への協力に努めること。
3 地域包括支援センター又は指定居宅介護支援事業者と連携を図ること。
（補助対象団体の義務)

第５条　補助対象団体は、補助対象事業の実施にあたり、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
1  補助事業に従事する者の清潔の保持及び健康状態の管理のために必要な対策を講じるこ
と。
2 補助事業に従事する者及び従事した者が業務上知りえた利用者及びその家族の情報につい
て漏えいを防止するための対策を講じること。
3 事故発生時の対応策及び関係機関への連絡体制を構築すること。
4 活動の廃止時又は休止時において、利用者に不都合が生じないよう適当な措置を行うこと。
（補助対象経費等）

第６条　補助対象経費は別表２、補助金額は別表３のとおりとし、予算の範囲内において、補助金を交付するものとする。ただし、補助対象経費の合計が補助上限額に満たない場合は、補助金額は補助対象経費の合計額とし、100円未満は切り捨てるものとする。
（補助金の申請）

第７条　補助金交付の申請をしようとする団体は、上半期（４月から９月まで）又は下半期（10月から３月まで）を活動期間とした、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。ただし、期間途中に活動を開始する場合は、活動期間を活動開始月からとすることができる。
1 鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付申請書（第１号様式）
2 鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業団体概要書（第２号様式）
3 団体名簿（第３号様式）
4 収支予算書（第４号様式）
5 その他、市長が必要と認めるもの
２　申請の期日は活動開始月の前々月の末日までとする。ただし、当該補助金の交付決定を受けた補助対象団体が継続して補助金申請をする場合にあっては、活動開始月の末日までを申請期日とすることができる。
（補助金交付の決定）

第８条　市長は、前条の規定により提出された申請書等を審査し、その適否を決定して鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付決定等通知書（第５号様式）により当該団体に通知するものとする。
（補助金の交付）

第９条　補助金交付の決定を受けた団体は、事業実施後１箇月以内に鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金団体活動実績報告書（第６号様式）、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業活動記録（第７号様式又は第８号様式）及び収支報告書（第９号様式）を提出するものとし、市長は、その内容を確認のうえ、内容が適正であると認めたとき、補助金の額を確定して、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金額確定通知書（第10号様式）により当該団体に通知するものとする。
２　前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金請求書（第11号様式）により、市長に請求するものとする。
（報告の徴収等）

第10条　市長は、補助対象団体に対して、随時必要な報告を求め、又は必要な調査を行うことができる。
（変更等の申請）

第11条　補助対象団体は、申請した内容を変更するとき又は団体の都合により活動を中止するときは、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金団体変更届（第12号様式）又は鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金団体中止届（第13号様式）により、その旨を当該事実が発生した月の末日までに市長に申し出るものとする。
（補助金の返還）

第12条　補助金の交付を受けた者が偽りその他不正な行為により補助金の交付を受けた場合は、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付取消決定通知書（第14号様式）により補助金の交付決定を取り消し、補助金の全部又は一部の額を返還させるものとする。
（その他の事項）

第13条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項については市長が別に定める。

付　則

　本要綱は、平成31年１月29日から施行する。
　　　付　則
　本要綱は、令和２年３月27日から施行する。
　　　付　則
　本要綱は、令和３年４月１日から施行する。

付　則
　本要綱は、令和８年３月16日から施行する。

別表１（第４条関係）

	事業（サービスの種別）
	内容

	住民主体による
通所型サービス
	要支援者等を含む利用者に対し、趣味活動、交流、会食、体操等を行う通いの場を提供する事業で、提供回数により（１）または（２）に区分する。

全体の利用者数のうち要支援者等の利用者数は１割以上とする。

（１）原則１日２時間以上で月８回（概ね週２日）以上とする。
（２）原則１日２時間以上で月４回（概ね週１日）以上とする。

	住民主体による
訪問型サービス
	要支援者等を含む利用者に対し、掃除、洗濯、買い物等の生活支援サービスを利用者１名当たり原則月４回（概ね週１日）以上提供する事業。
要支援者等の利用者数は２名以上、提供回数は月平均延べ８回以上とする。


別表２（第６条関係）

	補助対象経費
	内容

	報償費
	講師謝礼等

	需用費
	消耗品費、印刷製本費、修繕費、光熱水費等

	役務費
	郵便料、保険料、手数料、通信運搬費等

	備品購入費
	事業の実施に必要な備品等の購入費等

	使用料及び賃借料
	家賃、会場使用料、資機材の借上料等

	人件費
	人件費
別表１における要支援者等に対する訪問型サービスのみと
する。また、提供時間により（１）または（２）に区分する。
（１）30分未満　400円
（２）30分以上　800円


別表３（第６条関係）
	事業
（サービスの種別）
	補助上限額（月額）

	住民主体による

通所型サービス
	別表１（１）30,000円

別表１（２）15,000円

	住民主体による
訪問型サービス
	31,000円
	別表２（人件費以外）15,000円
別表２（人件費）16,000円


第１号様式（第７条関係）

鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付申請書
	　　　年　　　月　　　日

（あて先）　鎌倉市長

　次のとおり、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス補助金について、申請します。

	団体名
	

	担当者氏名
	· 代表者と同じ（記入省略可）


	担当者連絡先
	電話番号　　　　－　　　　－

	
	FAX番号　　　　 －　　　 －

	
	Ｅ-mail

	サービス種別
	· 通所型サービス（月間実施予定回数　　　回）
· 訪問型サービス（月間実施予定回数　　　回）

	補助金申請額
	　　　　　　　　　　　　円

	添付書類

	· 鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業団体概要書（第２号様式）
· 団体名簿（第３号様式）
· 収支予算書（第４号様式）
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


第２号様式（第７条関係）

鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業団体概要書

	活動について
	活動日時
	　　　曜日　　　　　　：　　　　～　　　　　：
　曜日　　　　　　：　　　　～　　　　　：

	
	活動場所
	

	
	活動の目的
	

	
	活動内容及び活動計画
	

	
	特記事項
	

	公表する問合せ先
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－mail
	

	
	新規の方の参加方法
	· 直接、活動日に行ってよい

· 事前に連絡が必要
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


第３号様式（第７条関係）

団　体　名　簿
	
	氏名
	年齢
	住所

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	10
	
	
	

	11
	
	
	

	12
	
	
	

	13
	
	
	

	14
	
	
	

	15
	
	
	

	名
（うち、鎌倉市民　　　名）


　　　※年齢は、年度途中に誕生日を迎えた際の年齢を記載してください。　※15名を超える場合は、この用紙を複写して提出してください。
第４号様式（第７条関係）

収支予算書（　　　　　年度）
団体名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	予算額（円）
	備考

	市からの補助金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


（支出の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	予算額（円）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


※備考欄には、単価・数量などをできるだけ詳しく記入してください。
第５号様式（第８条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付決定等通知書
	第　　号

　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鎌倉市長　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付けで申請された鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業に係る住民主体サービス補助金について、次のとおり、決定しましたので通知します。

	決定区分
	□交付します　　

	
	□交付しません　

【理由】

	交付額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	条件
	


事務担当

○○○○○課

電話　○○-○○○○

第６号様式（第９条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金団体活動実績報告書
	　　　年　　　月　　　日


（あて先）　鎌倉市長

　次のとおり、　　年　　月～　　年　　月分について報告します。

	活動内容
	活動日：　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／

／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／

／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／

／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／

／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／

／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／　　／
活動場所：
主な活動内容：


	活動実績
	＜通所型サービス＞

延べ日数　　　　　　　　　　　　日

延べ参加者数　　　　　　　　　　人

（うち延べ要支援者等　　　　　　人）

	
	＜訪問型サービス＞

延べ回数　　　　　　　　　回　　　延べ利用者数　　　　　　　　人

（うち30分未満　　　　　 回）　　（うち延べ要支援者等　　　　人）
（うち30分以上　　　　　 回）

	特記事項
	

	添付書類

	· 鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業活動記録（第７号様式）
· 収支報告書（第９号様式）
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


第７号様式（通所型サービス用・第９条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業　活動記録

	活動日時
	　　　　　　　年　　　　月　　　日（　　）　　：　　　～　　　：

	活動内容
	

	参加者氏名
※要支援者等の場合は、団体側で氏名の横欄に要介護度等を記入すること
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	特記事項
	


第８号様式（訪問型サービス用・第９条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業　活動記録

	参加者氏名
（太枠内を自筆の署名であること・要支援者等の場合は、団体側で指名の横欄に要介護度等を記入すること）
	
	

	活動内容
	

	活動日時
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	
	年　　月　　日（　　）　　：　　～　　：

	特記事項
	


第９号様式（第９条関係）
収支報告書（　　年　　月～　　年　　月分）
（あて先）　鎌倉市長

（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	金額（円）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


（支出の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	金額（円）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


第10号様式（第９条関係）
第　　号

　　　年　　月　　日

鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金額確定通知書
団　体　名　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鎌倉市長　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け、　　第　　　　号で決定した、鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金について、実績報告に基づき、次のとおり確定しましたので通知します。
	補助金確定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　　　　　年　　　月～　　　年　　　月分）


事務担当

○○○○○課

電話　○○-○○○○

第11号様式（第９条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金請求書

	　　　年　　　月　　　日

（あて先）　鎌倉市長

　次のとおり、　　　年　　　月～　　年　　月分の鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金について、請求します。

	請求額
	　　　　　　　　　　　　円

	振込先
	金融機関名
	銀行
金庫
組合
	支店名
	本店
支店
出張所

	
	預金種別
	普通 ・ 当座
	口座番号
	

	
	口座名義人
（カタカナ）
	


【発行責任者及び担当者】
氏名
電話番号
第12号様式（第11条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金団体変更届

年　　　月　　　日

（あて先）　鎌倉市長

　次のとおり、変更しましたので、報告します。
	該当する項目に○
	変更内容

	
	活動日時
	　　　曜日　　　　　　：　　　　～　　　　　：

	
	活動場所
	

	
	活動内容
	

	
	代表者名
	

	
	代表者住所
	

	
	代表者連絡先
	

	
	担当者名
	

	
	担当者連絡先
	□　電話番号　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　ＦＡＸ番号（　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　Ｅ－mail　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	新規の方の参加方法
	· 直接、活動日に行ってよい

· 事前に連絡が必要
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	その他
	


※変更する内容のみ、記入してください。

※団体構成員の人数等に変更がある場合は、第３号様式（団体名簿）を添付してください。

第13号様式（第11条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金団体中止届

	　　　年　　　月　　　日

（あて先）　鎌倉市長

　次のとおり、活動を中止しますので、報告します。

	中止の理由
	

	中止の時期
	　　　　年　　　　月　　　　日～

	特記事項
	


第14号様式（第12条関係）
鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付取消決定通知書

	第　　号

　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　鎌倉市長　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け、　　第　　　号で交付の決定をした鎌倉市介護予防・日常生活支援総合事業補助金について、補助金交付の取消をしましたので、通知します。

	取り消した理由
	


事務担当

○○○○○課

電話　○○-○○○○

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


申請者　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代表者）住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　


代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　様　　








１　この補助金は、目的以外の用途に使用してはいけません。


２　この補助金により、鎌倉市暴力団排除条例（平成23年10月条例第11号）第２条第２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる場合は、補助金を交付しないものとします。


３　この補助金により、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することが判明したときは、補助金等交付の決定を取り消すものとします。


４　補助金の対象となる事業の施行に関する帳簿等は、事業が完了した年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保存しなければいけません。


５　実績報告書等により、当初の計画より実績が下回った場合は、交付額を実績に応じて減額します。なお、実績が上回った場合の追加交付はありません。


６　補助金を受ける団体は、補助事業等を実施することの社会的な責任を自覚し、当該補助事業等の実施に当たっては、誠実に実施するとともに、法令等を遵守しなければいけません。なお、補助事業等の実施に係る団体の法令等の遵守状況について確認するため、必要な報告を求める場合は報告を行うこととします。


７　次に該当する場合には、補助金の全部又は一部を返還していただく場合があります。


　（１）補助対象団体でなくなったとき


　（２）提出した書類の記載事項に虚偽があったとき


　（３）交付決定時に付した条件に違反したとき





団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


申請者　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(代表者）住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


申請者　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(代表者）住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


申請者　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(代表者）住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


申請者　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(代表者）住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


申請者　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(代表者）住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　


代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　様　　











